





















134　　早法 92 巻 3 号（2017）
被害に関する民事公益訴訟制度を導入したことをきっかけに、2014年改正















































（ 2）民事訴訟法（1991年 4 月 9 日公布施行、2007年10月28日一部改正・2008
年 4 月 1 日施行、2012年 8 月31日一部改正・2013年 1 月 1 日施行）
（ 3）環境保護法（1989年12月26日公布施行、2014年 4 月24日改正・2015年 1
月 1 日施行）
（ 4）憲法（1982年12月 4 日公布施行、1988年 4 月12日一部改正・施行、1993年
3 月29日一部改正・施行、1999年 3 月15日一部改正・施行、2004年 3 月14
日一部改正・施行）
（ 5）海洋環境保護法（1982年 8 月23日公布・1983年 3 月 1 日施行、1999年12




序論的考察─中国の学説および判例を中心として（ 1 ）（ 2 ・完）」早稲田法学会
誌61巻 1 号383頁以下（2010年）、同62巻 1 号237頁以下（2011年）、同「第 7 章環境
民事責任の現状と課題」奥田進一編著『中国の森林をめぐる法政策研究』（成文堂、
2014年）125頁以下を参照されたい。











2014年12月 8 日最高人民法院裁判委員会第1631回会議採択、2015年 1 月 6






る決定」（全国人民代表大会常務委員会、2015年 7 月 1 日第12期全人代常
務委員会第15回会議採択）
（13）「最高検察院プラン」：「検察機関による公益訴訟提起改革試験プラン」
（最高人民検察院、2015年 7 月 3 日公布施行）
（14）環境保護公衆参加弁法（環境保護部令第35号、2015年 7 月13日公布、同





































































（ 7 ）　孫佑海「対当前環境資源審判若干問題的分析和対策建議」人民法院報2014年 9






































　　なお、最高人民法院が2014年 1 月 1 日より開設した「中国裁判文書網」（http://
wenshu.court.gov.cn）では、環境公益訴訟を含む最新の裁判例を無料で検索する
ことができる。
（ 9 ）　盧越「多地環保法庭“無米下鍋”」工人日報2014年10月25日 1 面など参照。

































































環境汚染事件（山東省楽陵市人民法院2003年 5 月 9 日民事判決）、広州市海珠区人
民検察院が新中興水洗工場を訴えた河川汚濁事件（広州海事法院2008年12月 9 日民
事判決）など参照。























































































































































n/2015/0107/c1010─26337698.html, 2016年11月 7 日確認。


































































































































































































































































































の内訳は、行政公益訴訟が 6 件（そのうち、結審したのは 3 件）、民事公益













（36）　徐日丹「試点地区検察院已提起公益訴訟12件」検察日報2016年 3 月 2 日 2 面、
羅書臻「穏妥有序推進改革試点、依法審理検察機関提起公益訴訟案件」人民法院報
2016年 4 月 9 日 1 面、趙春艶「人民法院已受理検察機関提起公益訴訟案件12件」民








法新常態」人民政協報2016年 8 月 9 日12面、霍桃「譲検察機関提起公益訴訟不再有


































































158　　早法 92 巻 3 号（2017）
さしく行政機関に対して更なる職責の履行を求める制度設計となってい
る。
　本稿では、原告適格のみに焦点を当てて論じてきたが、それ以外にも、
多くの問題は存在する。いうまでもなく、環境公益訴訟制度の導入によっ
てすべての環境問題が一挙に解決されることはない。しかし、同制度の導
入をきっかけに、汚染企業に対して威嚇的作用を果たし、環境保護主管部
門による積極的な検査取締などの職責の履行へと繋げることを期待した
い。もちろん、心のこもらぬ形ばかりの制度では実際の効果は上がるはず
もない。環境公益訴訟制度が実際に機能するよう、原告適格の要件緩和、
環境保護主管部門への更なる権利委譲などを含む関連制度の整備が必要と
なってくる。引き続き、今後の動向に注目したい。
